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EU 統合とユーロ導入による欧州物流業の変化  

           森   隆 行 （ 商 船 三 井 ）  土 井 正 幸 （ 筑 波 大 学 ）  
 

要 旨  

1 9 9 3 年 E U 統 合 以 降 の ト ラ ッ ク 輸 送 に お け る 運 賃 自 由 化 、域 内 カ ボ タ ー ジ ュ 廃 止 な ど 一

連 の 規 制 緩 和 と 冷 戦 終 結 に 伴 う 東 欧 諸 国 の 市 場 経 済 へ の 参 入 は 、 欧 州 に お け る 物 流 業 の

競 争 の 激 化 を 招 い た 。 更 に 、 19 9 9 年 ユ ー ロ 導 入 に 伴 い 荷 主 企 業 は そ の 生 産 ・ 物 流 拠 点 の

統 廃 合 に 動 き 出 し 、 物 流 の ア ウ ト ソ ー シ ン グ の 流 れ は 加 速 さ れ た 。 こ う し た 物 流 環 境 と

荷 主 企 業 ニ ー ズ の 変 化 が 、 荷 主 企 業 と 物 流 業 者 間 の 異 業 種 間 ア ラ イ ア ン ス と い う イ コ ー

ル ・ パ ー ト ナ ー と し て の 新 た な 関 係 を 構 築 し た も の と 分 析 さ れ る 。 欧 州 で の 両 者 の 関 係

は 長 く 深 い 取 引 関 係 に 基 づ い て 発 展 す る こ と が 多 く 、 契 約 ベ ー ス で 短 期 に ３ Ｐ Ｌ が 構 築

さ れ る 米 国 と 違 っ た 、欧 州 型 と も 言 う べ き 独 自 の 発 展 を 遂 げ つ つ あ る こ と が 指 摘 で き る 。 

 

A b s t r a c t  

A  s e r i e s  o f  d e r e g u l a t i o n  a c t i o n s  r e g a r d i n g  t r u c k i n g  s e r v i c e  t a r i f f  a n d  c a b o t a g e  

a n d  o t h e r  a s p e c t s ,  f o l l o w i n g  t h e  i n t e g r a t i o n  o f  t h e  E U  i n  1 9 9 3 ,  a s  w e l l  a s  t h e  

l i b e r a l i z a t i o n  o f  E a s t  E u r o p e a n  e c o n o m i e s  m a d e  t h e  l o g i s t i c s  i n d u s t r y  o f  E u r o p e  

c o m p e t i t i v e .  T h e  i n t r o d u c t i o n  o f  E u r o ,  t h e  n e w  c u r r e n c y ,  i n  1 9 9 9  c r e a t e d  a  g r e a t e r  

c h a n c e  f o r  s h i p p e r s  t o  r e o r g a n i z e  t h e i r  p r o d u c t i o n  a n d  l o g i s t i c s  s y s t e m s  a n d  t o  

h i r e  c o n t r a c t e d  l o g i s t i c s  s e r v i c e s .  T h e  e q u a l  p a r t n e r s h i p  d e v e l o p e d  b e t w e e n  

s h i p p e r s  a n d  l o g i s t i c s  s e r v i c e  o p e r a t o r s  i n  E u r o p e  m a y  b e  e v e n  c a l l e d  a l l i a n c e .  

T h i s  r e l a t i o n  o f t e n  i s  b a s e d  o n  t h e  m u t u a l  c r e d i t  g r o w n  t h r o u g h  l o n g  a n d  c l o s e  

t r a n s a c t i o n s  b e t w e e n  t h e m ,  a n d  i s  d i f f e r e n t  f r o m  t h e  c o n t r a c t - o r i e n t e d  t h i r d  p a r t y  

l o g i s t i c s  f o u n d  i n  t h e  U . S .

１． 欧州物流業環境変化と研究目的 
1990 年代の欧州物流業界を取り巻く環境

は大きく変わった。1993 年の EU 統合を契

機に域内の通関業務廃止、トラック運賃の自

由化、カボタージュなどの一連の規制緩和は、

物流業界の競争を激化させた。冷戦の終結と

中・東欧への経済拡大が、その競争に拍車を

かけた。さらに 1999 年のユーロ誕生と企業

活動のグローバル化、そして 近の IT 革命

が欧州における物流を大きく変えつつある。 
本研究の目的は、こうした欧州物流環境変

化から生み出される荷主企業と物流業者の動

向を追跡・分析し、両者の新しい関係とその

指向するところを指摘することである。林克

彦(1997)は、「EU は、統合前の 1980 年代後

半から共通運輸政策の基本方針として『自由

化と調和』を掲げている」と述べている。（注：  

『EU 統合過程における物流政策の変遷』日本物流学会No.6 1997）    

しかし、実際に企業行動の変化が顕著に現れ

たのはEU統合後のことである。本研究では、

具体的企業行動に照らしてその変化を捉えた。 
本節では 1990 年代の出来事や要因を整

理・検討する。次節で荷主企業の物流ニーズ

を、第３節で物流業との関係を分析する。第

４節で物流業界の動向を、第５節で欧州の特

徴を考察し、第６節で見解を結論づける。 
１．１ ＥU統合後の規制緩和 

 まず、ＥＵ統合後実施された主な物流に関
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連するの流れを以下に追うこととする。 
（１） 域内関税の撤廃(1993年 1月)  

域内関税の撤廃及びそれに伴う域内通関業

務廃止は物流業界へ大きな影響を与えた。特

に、従来の物流業界の中心であったフォワー

ダーへの影響は大きかった。欧州では、日本

や米国に比べて、従来からフォワーダーが大

きな力を持っていた。彼らの収益源のひとつ

が通関業務であり、欧州域内関税の撤廃によ

り欧州域内の通関業務がなくなったことによ

る収入の減少は多くのフォワーダーの経営を

困難にした。例えば、1996 年ドイツ 大手の

シェンカーが大手石油会社のシュテネスに買

収された。これは、通関業務がなくなったこ

とによる収益減少がその要因と考えられる。

ちなみに、シェンカーの従来の通関業務から

の収入は年間 10 億マルク、当時の売上全体

の 15－18％に相当していたと見られている。 
（２） 運賃自由化(1993年以降)  

ドイツでは 1994 年トラック運賃の自由化

が実施され運賃競争が激化した。更に、冷戦

の終結と中・東欧諸国のトラッカーの市場参

入など運賃競争は激化の一途を辿った。1999
年秋に、原油価格の高騰や環境税の導入（ド

イツ）によるガソリン代の上昇によって反転

するまで、トラック運賃は年々下落を続けた。

ドイツは他の国に比べ多くの規制に守られ運

賃は比較的高かった。一方、人件費を中心に

コストも高かったため、ドイツのトラッカー

には痛手は特に大きかった。 
（３） カボタージュ廃止(1998年 7月) 

 従来、カボタージュにより他国内輸送は禁

止されていた。1994 年 1 月～1998 年 6 月ま

では申請ベースで他国内輸送を許可するとい

う部分的規制緩和が実施された。1998 年 7
月以降は全面的にカボタージュが廃止され、

EU 加盟国のトラッカーは EU 域内で自由に

営業できるようになった。こうした規制緩和

を受けて運賃競争が激化し、ドイツのトラッ

ク業界では1998年から1999年にかけて運賃

が 20-30％下落したと推測している。 
１．２ ユーロ誕生と企業グローバル化 
ユーロ誕生により、欧州域内での為替リス

クがなくなったことから欧州内にける製造・

販売・物流の再配備を実施する企業が増えた。

こうした荷主企業の戦略変更、ニーズの変化

は物流業者への影響も大きい。 
ユーロ誕生により金融市場が充実・拡大し

資金調達が容易になった。 ユーロ金融市場か

ら直接調達して得られた資金によりＭ＆Ａが

容易になるのは製造業に限らず物流業者につ

いても同様である。ちなみに、欧州企業の株

式発行額が急増しており、1999 年の発行総額

は 1,070 億ユーロ（約 10 兆 8 千億円）に達

し、1998 年まで過去 4 年間の平均 560 億ユ

ーロの 2 倍である。2000 年にもその増加の

勢いは止まっていない。また、企業の合併・

買収（M&A）の為に増資に踏み切る動きも

目立っている。 
世界的に企業活動がグローバル化する中で、

ドイツをはじめとする欧州企業でも経営の国

際化が進展した。国際会計基準の導入、企業

の情報開示など米国流経営が求められる状況

下、クライスラー社と合併したダイムラーク

ライスラー社を例にあげるまでもなく、多く

のドイツ企業がドイツ型経営からの脱皮を図

り生き残りを賭けた努力をしている。こうし

た状況とユーロの誕生は相俟って、ドイツ流

の経営の特徴といわれる監査役会制度の見直

しや間接金融から直接金融への変化が始まっ

ている。特に、ユーロ市場の充実により市場

からの資金の調達が容易になり、相対的に間

接金融、すなわち銀行支配が弱まりつつある。 
国際会計基準の導入により、企業活動の開

示がより必要になった。このことは、更に、

株式市場を発展させ市場からの資金調達をよ

り容易にする方向に働くことになる。今まで

は、ドイツでは、米国などに比べて上場企業

の数も少なく、情報開示は遅れていた。 
１．３ IT化 
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近、三井物産は、荷主企業に米国鉄道輸

送の運行状況をネットで公開するサービスを

はじめた。また、伊藤忠商事及び商船三井、

川崎汽船は海運・造船に関する市況状況や中

古船売買をネット上で行うと発表した。この

ように、インターネットを初めとする IT 技

術の進歩・発展は物流業界に大きな変化をも

たらし始めた。中でも、「フレイト・エクスチ

ェンジ」と呼ばれるトラックの空き情報をリ

アルタイムで把握しスペースを仲介するサー

ビスは米国ではもはや常識となっている。日

本では「求車求貨システム」と呼ばれ昨年あ

たりからサービスが始まった。欧州において

も同種のサービスがここ２-３年急増してい

る。現在、欧州全体でその数１５０社と言わ

れる。このサービスの欧州における特徴は、

Teleroute と TimoCom の大手２社とその他

の小企業という構造と、その２社については、

会員がトラック業者およびフォワーダーのみ

であり、製造業が入っていないことである。

また、他にも貨物追跡システム等、IT やイン

ターネットを利用した物流サービスが欧州で

は次々と登場している。 
１．４ 冷戦の終結と中・東欧への進出 
 冷戦終結後、市場経済への移行過程におい

て一時的に混乱低迷していた中・東欧経済も、

近年ほとんどの国において実質経済成長率は

プラスに転じた。中・東欧経済の市場開放は

確実に進展している。 
 ポーランド、チェコ、ハンガリーの 1998
年の GDP はそれぞれ 1,580 億ドル、550 億

ドル､470 億ドルであった。特に人口 3,900
万人を有するポーランドの GDP は、台湾の

2,602 億ドル、韓国の 2,842 億ドルには及ば

ないものの、タイ（1,113 億ドル）、マレーシ

ア(725 億ドル)、シンガポール(844 億ドル)な
どの東南アジア諸国を上回る規模である。近

年これらの地域では、経済発展を背景に購買

力も増してきており消費地としても注目を集

めている。ドイツのメトロ、フランスのカル

フール等小売業の進出も盛んである。 
ドイツ企業の中には、国内の高い労働コス

ト、複雑で柔軟性のない労働・労務管理、高

い税金、政治の先行き不透明感・不信感など

から中・東欧諸国へ積極的に進出する企業が

多く出てきている。こうした生産拠点の移転

に伴い、物の流れも大きく変わっている。 
これら中・東欧諸国の労働コストは西欧諸

国に比べて依然低い。それは製造業に限った

ことではなく、物流業についても同じである。

西欧と中・東欧の物流が拡大したとはいえ、

これらの輸送に従事するトラックのほとんど

が中・東欧諸国のトラックである。地域や需

要の差により一律にはいえないが、例えばハ

ンガリーとドイツの間の輸送はハンガリーの

トラックが利用されるケースが多い。コスト

面で 3 割近くの差があるといわれる。これら

の国々の工場労働者賃金をドイツの賃金と比

較すると凡そ 10 分の１の水準である。 
中・東欧諸国の輸送業者は、かつてのハン

ガリー国営企業で国内の独占企業を母体とす

るフンガロカミオンのように多くのトラック

を有する大手輸送業者もいるが、それらはむ

しろ例外で、一般的にはトラック 1 台を所有

するだけの個人・零細企業が主である。

W.Rydzkowski はアテネで開催された

EUROLOG2000 で、次のように述べている。

「中・東欧諸国への物流の拡大によって中・

東欧諸国のトラックが低運賃故、多く使用さ

れているが、利益を得ているのは彼らではな

く、西側諸国の大手フォワーダーである。」 

シェンカーや K&N などのドイツ企業を中心

に大手フォワーダーがいち早く中・東欧諸国

に進出、現地法人を設立し、現地の会社とし

て零細業者から安い運賃でトラックを傭車し

利用しており、実際に利益を上げているのは

西側の大手輸送業者であるという。中でも、

シェンカーは、スウエーデンの BTL 社と合

併し、シェンカーBTL としてリトアニア、エ

ストニア、ラトビアなどいわゆるバルト３国
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にも進出する等、こうした新興国へも積極的

な進出を図っている。 
 
２． 荷主企業の物流ニーズ変化 

EU 統合、ユーロ誕生、IT 化、企業活動の

グローバル化、中・東欧諸国への拡大という

大きな変化を背景に、荷主企業は中・東欧を

含む欧州域内の生産・物流体制の見直し・再

構築を迫られ、拠点集約あるいは物流センタ

ーの再編・集中などの動きが目立ってきた。

例として、いすゞのアントワープ、ソニーや

エプソンのオランダへの物流拠点集約の動き

等が挙げられる。同時に商品の種類の増加（同

じ商品でも仕向け国によって説明書の言葉が

違う等も含む）や EDI 化、小口化、在庫管理

の複雑化、JIT(Just-in-Time)、ミルクラン、

時間内配送など荷主企業の物流への要求がよ

り高度化・複雑化した。同時に対顧客へのサ

ービスとして物流の質的向上を荷主企業が物

流業者に求めることになった。今日、物流は

対顧客サービスの重要なファクターであり、

競合他社との差別化、競争上欠かせない要素

である。こうした変化の中で、物流業者に期

待される役割も変化してきている。物流がよ

り高度化・複雑化していることに加え、荷主

企業のコアの部分での競争が激化しており、

荷主企業としては生産・販売などの中心部分

に経営資源をより集中させようとするなかで、

輸送のみならず、倉庫管理、流通加工、小口

配送など物流全般にわたる業務をアウトソー

スすることが大きな流れとなってきた。物流

コストには、トラック・航空・海上輸送など

の輸送費、倉庫費用、流通加工費用、棚卸費

用、その他管理費用など多くの項目がある。 
近の顕著な変化はこれらの物流コストの

うち輸送費用がここ数年引き続いて減少して

いる一方、倉庫費用は増加している。これは、

配送の小口化(Picker の増加)、顧客の配送へ

の要求の高度化による流通加工（Value 
Added Service）など倉庫内作業の増加によ

るものである。また、倉庫管理システムの導

入費用もその要因のひとつである。管理の複

雑化から、今や倉庫・配送管理における倉庫

管 理 シ ス テ ム （ WMS:  Warehouse 
Management System）の導入は避けて通

れないものとなっている。また IT の発展が

これを可能にした。  
近アンダーセンコンサルテイングが米国

の倉庫業者200社を対象に実施した調査の結

果（Supply Chain Management Review 
Global Supplement 1999 年春号）によれば、

WMSを導入している企業の22％がインター

ネットを介して顧客と情報の共有化を図って

いる。同じく、この調査結果では、WMS を

すでに導入している企業は 70％に達してい

る。また 13％が導入を検討中、４％が計画中

という回答であった。導入済・検討中・計画

中を併せると、87％にあたる会社がすでにあ

るいは近い将来WMS導入予定であるという

ことになる。導入の理由はコスト削減があげ

られるが、 近の傾向として JIT、小口配送

への対応、流通加工などをより重要な理由と

する顧客が増えている。 
 

３． 異業種間アライアンス 

３．１ ３PLと異業種間アライアンス 
３PLは1990年代に米国で花開いた新しい

ビジネスである。（３PL の詳しい定義は後

述）しかし、その概念は欧州にも古くからあ

るものであり、決して新しいものではない。

Contract Logistics, Logistics Service 
Provider, Integrated Service Providers, 
Value Added Logistics 等と呼ばれていたも

のである。その多くの例を規制緩和先進国の

英国に見ることができる。英国の Rank 
Xerox 社は、Frans Maas 社とパートナーシ

ップを 10 年以上前から構築している。 
欧州においては、米国の３PL 事業者に対

するようにいきなり物流をすべて任せてしま

うというものではない。例えば、倉庫業から
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スタートし、その後、従来からの取引の上に

荷主企業のニーズの変化から新たな業務を引

き受け、結果として、物流全体を引き受ける

ことになった等長期的取引関係と信頼関係が

すでに出来上がっている企業同士のパートナ

ーシップが多い。また、ヨーロッパでは事業

内容も倉庫請負業が中心である。此の点、米

国の現在の３PL とは違う。 
規制緩和に早くから取り組んできた英国と

他の大陸諸国の間にも物流の発展段階に差が

ある。しかしながら、こうした規制緩和発展

の差の他にも複雑な労務管理や企業メンタリ

テイ等、欧州企業と米国企業の間には大きな

違いがある。物流事業においては、米国では

ノン・アセット型が中心である。一方、欧州

では倉庫などのアセットを有する物流業者が

多い。これらの違いを考慮すれば米国型の

3PL がそのまま欧州に根付くとは考えにく

い。こうした理由から欧州独自の形で 3PL が

発展していくと見るべきである。ただし、巨

大企業は、米国にも進出するだろうし、米国

企業（UPS 等）の欧州進出などを考えればか

なり相互進出が進み、米国と欧州の違いは

徐々に小さくなっていく。いずれにせよ、重

要なことは、荷主企業と物流業者間の関係の

変化である。単なるサービスの提供あるいは

単純なアウトソージングからパートナーシッ

プの関係へと変化している。 
それは、荷主企業が従来、自らの事業範囲

として行っていたものを物流業者が肩代わり

するものである。こうした荷主企業と物流業

者の新しい関係を表して異業種間アライアン

スという言い方が出来る。アライアンスとい

う言葉は、海運業や航空の分野における同業

者間の戦略的提携を表す言葉として用いられ

てきた。この場合は同業種間アライアンスで

ある。しかし、ここでは、製造業と物流業と

いった異業種間の戦略的提携を表す言葉とし

て用いた。その特徴は、イコールパートナー

シップである。つまり、従来の関係のように

物流業者が荷主企業に従属するものではない、

両者の対等の関係である。この新たな関係で

は、物流業者が荷主企業の物流戦略の立案も

担う。一方、荷主企業は、自社の経営資源を

コアビジネスに集中させる。専門領域以外の

部分、ここでは物流について、専門家に任せ

ようというものである。 
この異業種間アライアンスは、従来の単な

る輸送サービス等の契約と異なり、長期契約

が一般的である。荷主企業と物流業者の関係

はより親密で深いものになる。フォワーダー

や船会社が物流事業に熱心に取り組む理由の

一つがここにある。長期契約により荷主の取

り込みを図ることが目的である。こうした異

業種間アライアンスを築くことによって、船

会社は海上輸送の部分を、倉庫会社は自社倉

庫の利用を期待できる。トラック業者につい

ても同様である。今日の低迷するトラック運

賃のレベルではトラック輸送だけで利益を出

すことは難しい。トラック輸送、倉庫等トー

タルサービスのなかで荷主の囲い込みを図り

利益の出る体制を構築しようとするものであ

る。より規制緩和が進み競争が激化する中、

この傾向は益々増加すると見るべきである。 
３．２ 欧州の物流業者 
英国をはじめ欧州諸国では倉庫会社系、フ

ォワーダー系、船会社系などの多くの物流業

者が存在し、 近は積極的に３PL に乗り出

している。必ずしも米国型の３PL ではない

が、従来とは違う荷主企業とのイコールパー

トナーシップを目指している点では３PL と

いえる。３PL への取り組みについての例で

は、K&N が、1996 年 1 月にロジスティクス

グループを新設し、3 つの事業所にそれぞれ

10 名のコンサルタントを配置した。倉庫管

理・陸上輸送・情報システム管理・付加価値

サ ー ビ ス ・ SCM(Supply Chain 
Management)システムコンサルティング及

び設計などを行う。ここで、注目すべきは、

コンサルタントを配置していることである。 
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  さらに、興味深いのは、アンダーセンコン

サルティングや KPMG などのコンサルティ

ング会社のこの分野への進出である。アンダ

ーセンコンサルティングは、４PL という言

葉を生み出し、３PL の発展形として捉え、

自らを従来の３PL 事業者のより上に位置付

けるものと説明している。こうした現象は物

流がより複雑かつ高度化し、さらに情報シス

テムの構築・管理が重要な要素となったこと

に起因する。つまり、物流業者が自ら SCM
全体にかかわり SCM システムのコンサルタ

ント、設計、提案まで行わなければならない

ことを意味する。ここにコンサルティング会

社の活躍する余地ができた。 
 

表・１ 欧州の主な物流業者 
国名 主な物流事業者 

英国 ヘイズ、BOCDS、LEP 

オランダ ネドロイドフローマスター 

ドイツ シェンカーBTL、K & N 

スエーデン マーカンタイル、AGS 

スイス ダンザス 

出所：各種報道記事をもとに著者作成 

 
３．３ 欧州における日系物流事業者 
欧州で物流事業を展開している日系の物流

業者には、その出資母体別に見た場合、主な

ものに商社系、倉庫会社系、船会社系がある。 
 
表・２ 欧州の出資母体別日系物流業者の例 

  母体企業 主な国 主な顧客 

船 商船三井 ドイツ・オランダ 富士写真・サントリー

社 日本郵船 ベルギー・ドイツ パイオニア・ミノルタ

  三井物産 ポーランド ブリジストン 

商 丸  紅 ドイツ 横浜ゴム 

社 伊藤忠 ハンガリー スズキ自動車 

  住友商事 チェコ アサヒビール 

倉 三井倉庫 チェコ 東レ 

  日  通 オランダ・ドイツ キャノン 

庫 日  新 ドイツ シャープ 

出所：主要企業へのインタビューをもとに著者作成 

 
日系の倉庫・海貨業者の多くは、欧州に事務

所を持ち、日本の顧客の欧州での通関などの 
一部の作業を担うケースが多い。こうした一

部作業からスタートし荷主企業の要請で物流

全般を請け負うケースが多くなっている。三

井倉庫とチェコの東レ、日新とドイツのシャ

ープなどの関係がこれにあたる。また、三井

物産のように、物流それ自体をコアビジネス

として欧州域内物流を積極的に展開しようと

する動きもある。 
 
４． 物流業者の生き残り戦略 
物流業者も他の産業と同様にグローバル時

代に生き残るためにはグローバル・プレーヤ

ーとして世界的ネットワークを構築するか、

特定の専門的な分野あるいは特定の荷主との

関係を深めてニッチの部分で生き残るかの選

択を迫られることになる。つまり、物流業界

においても２極分化は避けられない現象であ

る。多くの日系物流企業は特定の荷主との結

びつきが強く、専業者的存在である。  
他方、グローバル・プレーヤーとして生き

残るには、中・東欧を含む全欧州にネットワ

ークを持ちあらゆる輸送サービスを提供する

ことが要求される。そして、それはヨーロッ

パから世界全体のネットワークへの要求とな

って広がっていく。グローバル・プレーヤー

として生き残りを目指す例がドイチェポスト

である。買収により自前のネットワーク構築

を目指し着々と独自の戦略を進めつつある。

例えば、DHL(Brussel)の株式の 25％取得、

更にダンザス（スイス）、AGS（スエーデン）、 

Guipuzcoana(スペイン、ポルトガルの parcel 
service 会社)、Nedlloyd ETD, Yellowstone 
International Corp( 米国 ) 、 Air Express 
International(AEI・米国)等を買収した。そ

の結果全欧州・米国をそのグループ企業でカ

バーできる体制になっており、更に、買収を

重ねている。 
しかし、多くの業者は、自前で世界的ネッ

トワークを構築する能力も資金力もないのが
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普通である。その場合、戦略として採られる

のが、相互補完的提携である。同業種間の相

互補完的提携でネットワークを広げようと言

うものである。ドイツの中堅業者である

German Parcel とオーストリア系ハンガリ

ーの倉庫・輸送業者 Delacher との提携はそ

の例である。German Parcel は、ドイツで

集めたハンガリー向け貨物をオーストリアま

で輸送、一方 Delacher は、ハンガリー発ド

イツ向けの貨物をオーストリアまで輸送する。

オーストリアでそれぞれの貨物を交換して、

German Parcel は Delacher から受け取っ

た貨物をドイツで受取人に配達する。ドイツ

とハンガリーの営業力・配送能力を相互に生

かすという典型的な相互補完型の提携である。 
今後物流業者に与えられた選択肢は二つで

ある。一つは、冷凍貨物、自動車、食品、危

険品といった特定の貨物に特化するか、ある

いは特定の荷主と結びつくかということであ

る。もう一つは、グローバルなネットワーク

を構築しグローバル・プレーヤーとして生き

るということである。その場合、ネットワー

クを自らの手で構築するか、同業種間の提携

により構築するかという二つの方法が考えら

れる。しかしながら、先のドイチェポストの

ようなケースは決して多くはない。多くは、

資金の問題から、同業種間の提携によるネッ

トワーク構築であると見るべきである。 近

発表されたドイツのシェカーと西濃運輸のよ

うな提携が今後も紙面を飾る機会が多くなる。 
 

５． ３PL市場 

 ３PL 市場は、その商品開発によって需要

の大きさが変わる。つまり、３PL 市場の成

長は３PL 事業者の商品開発能力に左右され

る。この意味において３PL 市場の大きさは

供給者（３PL 事業者）が決めると言える。 
3PL（サード・パーテイ・ロジスティクス）

は、物流分野の業務の第 3 者へのアウトソシ

ングであり、且つ 2 つ以上の物流機能をまと

めて外部業者に委託するというものである。

アンダーセンコンサルティングは、「輸送・配

送・保管・在庫管理・物流情報サービスなど

個々のロジスティクス・サービスを 2 つ以上

組み合わせて提供するサービス」と、定義し

ている。また、こうしたサービスを提供する

事業者を３PLプロバイダーあるいは３PL事

業者と呼ぶ。もともと存在するサービスを組

み合わせて新しいサービスを提供するという

性格から、荷主企業に魅力ある提案をし、結

果を出せば市場は高成長を遂げる。反対に、

サービスを提供する物流業者にその能力がな

く、魅力ある提案ができなければ市場規模は

停滞することになる。現在の米国でのこの市

場の成長率は、年率 20-30％が見込まれる。

一方、欧州の３PL 市場は、380 億ドルで物

流市場全体の 26％にあたる。2003 年までの

年平均成長率を８％と見込み、その時点で

570 億ドル、全体の 30％に達すると予測して

いる（Datamonitor 社[1999]）。 
米国での 3PL 事業者の起用実態を米国フ

ォーチュン社の実施したアンケート調査の結

果から見ると。アンケート回答企業の 65％が

3PL 事業者を起用しているとの数字が出て

いる。これは 500 社にアンケートを出して調

査した結果である。回答率は 68 社、15％で

ある。回収されたアンケートの 65％つまり

44社が3PL事業者を起用している。これは、

500 社の中の９％にあたる（フォーチュン社

[1999]）。500 社の中には製造業以外の物流を

必要としない会社も多く、また、回答しなか

った企業の中にも 3PL 事業者を起用してい

る会社もあることを考慮すれば９％という数

字は決して小さな数字ではない。    
さて、興味深い事実はそのフォーチュンの

調査に回答した企業の 40％が 3PL 事業者と

の契約を途中でうち切った経験を持つ事であ

る。この数字も決して小さくない。成功例だ

けでなく失敗例も数多いことを知っておくべ

きである。契約の途中解約の理由は、3PL 事
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業者のサービスの質が低いこと及び思った以

上にコストがかかることが挙げられている。 
米国において、3PL が発達した要因の一つ

は、米国企業が従来から多くの会社情報を開

示するという習慣があり、パートナーに契約

に基づいて情報を提供することに抵抗が少な

いことが挙げられる。しかし、日本や多くの

欧州企業はそのメンタリテイにおいて米国と

は異なる。決して、多くの情報を開示してい

るとはいえない。国際会計基準の導入により

企業はより多くの情報開示を求められるよう

になってきた。このことは、日本や欧州にお

ける３PL の発展には追い風である。日本や

欧州の 3PL の発展過程をみれば、船会社との

輸送を通じて、海貨業者との輸出入手続きを

通じて、あるいは商社とは長い商取引を通じ

てというように、すでに深い信頼関係が構築

されている相手と組むケースが多い。こうし

たことから、今後も日本・欧州における 3PL
の発展は必ずしも米国と同じではなく、欧州

型、日本型の独自の形で３PL が発展してい

くと見るべきである。 
 

６． 結論 
 EU 統合以降の欧州における物流環境の変

化は、荷主企業と物流業者の間に異業種間の

アライアンスという名の新しい関係をもたら

すことになった。アライアンスを発展させ

3PL の市場を発展させるためには、物流業者

は物流戦略まで含めた提案をできる能力を有

することが求められる。そうした能力と高度

の専門知識を荷主企業に提供することができ

る物流業者だけがイコールパートナーシップ

を荷主との間に構築することができる。欧州

においては、独自の企業文化の中から米国と

は違った欧州独特の形の 3PL が発展してい

くと見るべきである。 
一方、荷主企業にとって重要なことは、物

流(域内配送)において適正コストで顧客満足

を実現することである。そのポイントのひと

つに、欧州域内物流拠点を集中させるか、分

散させるかの選択がある。欧州域内のどこが

重点マーケットであるか、製造・販売か、あ

るいは輸入・販売か、さらに輸送頻度、輸送

量などによって結論は違ってくる。現在、EU
と EU 以外の国との間の通関の問題や中・東

欧諸国の交通インフラが十分でない等の問題

がある。このため、現状では欧州内の１カ所

に物流を集中することは必ずしも一番いい方

法とはいえない。しかしながら基本は集中化

である。集中化により、全体の在庫管理を容

易にし、在庫の圧縮が可能である。今後の EU
の東方への拡大、EU による中・東欧諸国の

インフラ整備への援助など問題解決に向かっ

てすでに動き出した。こうした理由から、将

来的には集中化による効率的な物流体制構築

が可能になると見るべきである。 
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